
 

 

    

議案第１３号 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の理由 

  妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援に関し、国の人事院が報告した非常勤職

員の育児休業・介護休暇等の取得要件の緩和措置及び、育児休業を取得しやすい

勤務環境の整備に関する措置を講じるため、甲賀市職員の育児休業等に関する条

例の一部を改正するもの。  

 

２ 改正の概要 

（１） 非常勤職員が育児休業を取得する場合、「引き続き在職した期間が１年  

 以上である」ことの要件を廃止します。  

                               【第２条関係】 

（２） 育児部分休業をすることができない職員を、『育児短時間勤務又は育児  

 休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員』及び『勤務日の日数  

及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤職  

員』（いわゆるパートタイム職員）と定めます。  

                              【第１９条関係】 

（３） 任命権者は、職員又はその配偶者が妊娠又は出産したことを申し出た場  

合、育児休業制度の説明及び制度利用の意向確認を行うための面談等を実施し、  

制度利用を申し出た職員に不利益な取扱いをしてはならないことを定めます。  

【第２３条関係】  

（４） 任命権者は、職員が育児休業制度を利用しやすい環境を作るため、研修  

の実施、相談体制及び勤務環境の整備を講じなければならないことを定めます。  

【第２４条関係】  

（５） この条例は、令和４年４月１日から施行することとします。  

【付則関係】  
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議案第１４号 

甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

１ 改正の理由 

  国家公務員の給与改定に基づき、国の特別職に準じて期末手当支給月数を引き

下げるため、甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正しようと

するものです。 

  なお、特例として令和３年１２月期末手当引き下げ相当分について、令和４年

６月期末手当からその引き下げ分を調整します。 

 

２ 改正の概要 

（１）期末手当 

期末手当の支給月数を次のとおり変更することとします。（  ）は現行 

 支給月 期末手当 年間 

令和４年６月 （１．６７５） 

１．６２５ （３．３５） 

３．２５ 令和４年１２月 （１．６７５） 

１．６２５ 

【第５条関係】 

 

（２） 令和４年６月に支給する期末手当の額について、令和３年１２月に支給

した期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額を減じた額とします。 

【制定付則関係】 

 

（３） この条例は、公布の日から施行します。 

【改正付則関係】 

３ その他 

一般会計影響額  期末手当引下 △１７９万円 
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 議案第１５号 

 甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教育長の給与等 

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の理由 

  国家公務員の給与改定に基づき、国の特別職に準じて期末手当支給月数を引き

下げるため、甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教

育長の給与等に関する条例の一部を改正しようとするものです。 

  なお、特例として令和３年１２月期末手当引き下げ相当分について、令和４年

６月期末手当からその引き下げ分を調整します。 

 

２ 改正の概要 

 ＜第１条関係＞ 

（１） 期末手当 

期末手当の支給月数を次のとおり変更することとします。（  ）は現行 

 支給月 期末手当 年間 

令和４年６月 （１．６７５） 

１．６２５ （３．３５） 

３．２５ 令和４年１２月 （１．６７５） 

１．６２５ 

【第４条関係】 

 

（２） 市長及び副市長の令和４年６月に支給する期末手当の額について、令和

３年１２月に支給した期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額を

減じた額とします。 

【制定付則関係】 
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＜第２条関係＞ 

（３） 教育長の令和４年６月に支給する期末手当の額について、令和３年１２

月に支給した期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額を減じた額

とします。 

【制定付則関係】 

 

（４） この条例は、公布の日から施行します。 

     【改正付則関係】 

 

 ３ その他 

一般会計影響額  期末手当引下 △５５万円 



 

 

 

議案第１６号 

甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の理由 

  国家公務員の給与改定に基づき、市職員の期末手当支給月数を引き下げるため、

甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例の一部を改正しようとするものです。ただし、保育士等臨時手当の支給対象

者については改正前の支給月数を適用します。 

  なお、特例として令和３年１２月期末手当引き下げ相当分について、令和４年

６月期末手当からその引き下げ分を調整します。 

 

２ 改正の概要 

 ＜第１条関係＞ 

（１） 職員給与 

期末手当の支給月数を次のとおり変更することとします。（  ）は現行 

一般職員（保育士等臨時手当の支給対象は現行の支給月数）  

 支給月 期末手当 勤勉手当 合計 年間合計 

令和４年６月 (１．２７５) 

１．２０ 

 

０．９５ 

(２．２２５) 

２．１５ (４．４５) 

４．３０ 令和４年１２月 (１．２７５) 

１．２０ 

 

０．９５ 

(２．２２５) 

２．１５ 

 

管理職（保育士等臨時手当の支給対象は現行の支給月数）  

 支給月 期末手当 勤勉手当 合計 年間合計 

令和４年６月 (１．０７５) 

１．００ 

 

１．１５ 

(２．２２５) 

２．１５ (４．４５) 

４．３０ 令和４年１２月 （１．０７５） 

１．００ 

 

１．１５ 

(２．２２５) 

２．１５ 
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再任用職員（一般職員）（保育士等臨時手当の支給対象は現行の支給月数）  

 支給月 期末手当 勤勉手当 合計 年間合計 

令和４年６月 (０.７２５) 

０．６７５ 

 

０.４３５ 

(１．１６) 

１．１１ (２．３２) 

２．２２ 令和４年１２月 (０. ７２５) 

０．６７５ 

 

０.４３５ 

(１．１６) 

１．１１ 

 

再任用職員（管理職）（保育士等臨時手当の支給対象は現行の支給月数）  

 支給月 期末手当 勤勉手当 合計 年間合計 

令和４年６月 (０．６２５) 

０．５７５ 

 

０．５３５ 

(１．１６) 

１．１１ (２．３２) 

２．２２ 令和４年１２月 (０．６２５) 

０．５７５ 

 

０．５３５ 

(１．１６) 

１．１１ 

【第２１条関係】 

 

＜付則関係＞ 

（２） この条例は、公布の日から施行します。 

【付則関係】 

 

（３） 令和４年６月に支給する期末手当については、令和３年１２月における

職員の区分ごとに、令和３年１２月に支給された期末手当の額に、一般職員は

１２７．５分の１５、管理職は１０７．５分の１５、再任用職員（一般職）は

６７．５分の１０、再任用職員（管理職）は５７．５分の１０を乗じて得た額

を減じた額とする。 

【付則関係】 

 

３ 一般会計影響額 

（１） 期末手当引下 △３，９２３万円 

期末手当引下げに伴うはね返り（共済負担金等） △６８５万円 

（２） 特定任期付職員は該当者がいないため影響額はありません。 



 

 

 

議案第１７号 

甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の理由 

  コロナ克服・新時代開拓のための経済対策において、保育、幼児教育など、新

型コロナウイルス感染症への対応と少子化への対応が重なる最前線において働く

方々の処遇改善を実施することが国で決定され、保育園及び幼稚園に勤務する職

員に保育士等臨時手当を支給するため改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

（１） 特殊勤務手当の種類に保育士等臨時手当を追加します。 

                         【第２条関係】 

 

（２） 保育士等臨時手当について、保育園及び幼稚園に勤務する職員の勤務日

数又は勤務時間に応じて 1 月当たり９，０００円の範囲内で手当を支給します。 

                           【第１９条関係】 

 

（３） この条例は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用します。 

 【付則関係】 

 

３ その他 

改正による人件費影響額（一般会計） 

    令和３年度３月補正 特殊勤務手当分 

正規職員（１２２人）                ２２０万円      

会計年度任用職員（３３３人）     ４４７万円 

    令和４年度分 

正規職員（１３３人）            １，８１５万円 

会計年度任用職員（３０１人）   ２，９３４万円 

    ※令和４年度分については特殊勤務手当、期末手当増額分、共済組合負担

金増額分です。 
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